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１ は じ め に
名目個人消費の前年比伸率（００年▲０．４％，０１年▲０．１％，０２年▲０．１％，０３
年▲０．２％，０４年０．６％）などに示されているように，わが国では２０００年以後
も，民間消費が伸び悩む。消費動向調査（内閣府）によると，全国消費者態度
指数（単身世帯を除く，０８年３月３６．７ポイント）は，０３年以来低水準のまま
であり，購買意欲も悪化している。製紙業を中心とする紙産業も人口減少や高
齢化などにも増幅されて成熟化が進行し，日本経済と同様に右肩上がりの成長
が不可能になった。供給面では生産指数や生産能力にはっきりと現れている。
２０００年を１００とした生産指数（付加価値額ウエイト）では，鉱工業が０４年
（１００．２），０５年（１０１．３）には２０００年水準を回復しているのに対し，パルプ・
紙・紙加工品製造業は，０３年９６．５，０４年９７．８，０５年９８．４などにみられるよ
うに０１年以降すべての年で００年水準より低い。品目別では，情報用紙（０５
年９４．７），包装用紙（同９２．９），紙器用板紙（同９０．２）などの落ちこみが大き
い。１）２００５年の年産能力（１２月末時点の稼働中設備能力，日産能力×年間操業
可能日数で算出）についても，紙▲２．２％（そのうち印刷・情報用紙▲３．９％，
包装用紙▲８．６％），板紙▲４．１％（そのうち段ボール原紙▲１．４％，紙器用板紙
▲１１．３％）など新聞用紙（３．４％），衛生用紙（３．０％）を除く多くの品種で低
下した。需要面で特徴的なのは，人口１人あたり紙・板紙消費量の伸び悩みで
ある。１人あたり消費量は，９０年２２８．３，９５年２３９．１，００年２５１．１など
９０年代には一貫して増加したが，０５年２４６．３などにみられるように近年は
減少傾向を示している。２）人口減少，高齢化，消費マインドの悪化などのなか
で，再び増加に転じることは期待しにくいといわれている。このように国内市
場も飽和状態になっており，紙・板紙の生産量も２０００年の３，１８２．８万トンを
ピークに傾向的に減少している。００年／９５年の増減率は，紙９．０％，板紙
４．９％と順調に伸びてきたのに対し，０５年／００年は，紙▲０．７％，板紙▲５．８％，
紙・板紙合計▲２．８％とすべて減少している。とりわけ板紙の落ち込みが大き
い。総消費量の増減率も１人あたり消費量の頭打ち傾向を反映して，５．８％（００
年／９５年）から▲１．２％（０５年／００年）へと減少に転じており，製紙業の成
熟化を推察できる。逆にこの間３２．１％増加した輸入量が目立つ（表１）。
他方で自給自足型産業あるいは国内完結型産業とされた紙産業においても，
輸入紙の急増，製紙メーカーや紙関連企業のアジア進出などグローバル化が拡
大し，中国を中心とする東アジアの経済循環に徹底的に組み込まれることに
なった。このため需給構造，貿易構造が激変し，国内，国外での競争が激化し
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表１ 紙・板紙の需給構造
（出所）『紙・板紙統計年報』（日本製紙連合会）各年版，『紙パルプ産業と環境２００６』紙業タ
イムス社などより作成。
（注）単位：１，０００トン，％。
３６ 松山大学論集 第２０巻 第２号
ている。生産量，消費量ともに増えず，原材料や重油などのコストが上昇する
なかで，製紙大手を中心にした業界再編や中小メーカーの倒産，廃業も目立
つ。０６年３月期の大手６社（王子製紙，日本製紙，大王製紙，三菱製紙，北
越製紙，中越パルプ工業）の連結業績では，売上高だけは前年比０．１％増とほ
ぼ現状を維持したものの，営業利益▲１８％，経常利益▲１６％と２桁台の減少と
なった。「採算性はさらに悪化しており，今後の市況を占う中で好条件となる
ものがない」３）といわれるほど紙産業は厳しいステージに突入している。
そんな矢先２００７年７月には日本製紙，王子製紙など製紙大手を中心に１５社
２６工場において，基準値を超えるばい煙排出，報告義務違反，データ改ざん
など大気汚染防止法違反が発覚した。その後の調査で愛媛県内だけでも，大王
製紙，丸住製紙などの大手企業や愛媛製紙などの中堅企業を含む２８社で，ば
い煙の基準値超過やデータ改ざんが確認されている。４）水質汚濁防止法違反（総
量規制超過，データ改ざんなど）が明らかになった製紙工場もある。組織ぐる
みで改ざんが恒常化している企業も多く，悪質と言われても仕方のない事件と
いえる。「環境破壊というかっての製紙業界のイメージを思い起こさせたこと
は否めない」５）とも批判され，あらためて住民や消費者に製紙業に対する不信
感を植えつけることになった。
さらに今年１月には，納入されたすべての再生紙はがき（年賀はがきを含む）
について，契約で定めた古紙パルプ配合率から乖離していたという日本郵政の
発表をきっかけに，日本製紙，王子製紙，大王製紙など製紙大手の古紙パルプ
配合率偽装が発覚した。その後，はがき以外の多くの再生紙について，製紙大
手，中堅企業を含む業界ぐるみの古紙配合率偽装も明らかになった。その要因
はコンプライアンス意識の欠如など基本的経営体質に関連することが判明して
いる。２度にわたる環境をめぐる不祥事は製紙産業の大きなイメージダウンと
なった。
このようにわが国の紙産業は成熟化，グローバル化の進行，環境問題による
ダメージなど，様々な面でこれまで経験したことのない困難な事態に直面して
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いる。本稿では，需給構造・貿易構造の変容，配合率偽装など環境不祥事の経
緯や内実を中心に紙産業の現状と課題について若干の検討を行う。６）
２ グローバル化の進行
日本経済が構造的に失速する一方で，東アジア諸国は逆に成長力を高めて
いった。特に中国は，安価な労働力，低い各種インフラコスト，巨大な市場な
ど圧倒的に優位な立地条件をテコに，急速に産業集積を拡大・高度化させてい
る。９０年代後半には粗鋼，冷蔵庫，エアコン，ケイタイなど多くの工業製品
の世界市場シェアで，日本などを追い抜き，名実ともに「世界の工場」となっ
た。実質経済成長率（０４年１０．１％，０５年１０．４％，０６年１１．１％，０７年１１．３％）
にも示されているように，原油高騰，サブプライム問題などの逆風にもかかわ
らず，２桁台の成長を維持している。７）近年グローバル経済が量的にも質的にも
深化しているが，とりわけ中国の貿易や直接投資の増加が目立つ。０５年の輸
出額は，前年比２８．４％増の７，６２０億ドルで世界シェア７．４％，輸入額は１７．６％
増の６，６０１億ドルで世界シェア６．２％と，いずれも日本の世界シェア（５．８％，
４．９％）を上回り，米国につぐ貿易大国になった。対内直接投資（０５年）も７９１
億ドルと０４年（５４９億ドル）に続き過去最高を更新し，英国，米国につぐ世
界第３位の投資受入れ国となり，東アジア全体の約５０％を占める。８）
紙産業も例外ではなく，中国，韓国，台湾など東アジア諸国が世界をリード
する重要な地域になった。中国の紙・板紙生産量は，０１年に３，４９０万トンで，
はじめて日本の生産量（３，０７３万トン）を上回り，その後も０４年４，９５０万ト
ン，０５年５，６００万トンと急増，世界第２位の生産国となった（図１参照）。ア
ジアにおける紙パルプ設備増設計画（０６年）をみると，紙・板紙抄紙機（年
産５万トン以上）では，アジア合計２６プロジェクトのうち２１プロジェクト
が，ティシュ抄紙機（年産１万トン以上）７プロジェクトすべてが，中国の増
設計画９）と，アジアのなかでも製紙業の拡大テンポは際だっており，２０１５年
には生産量が１億トンをこえると予測されている。
３８ 松山大学論集 第２０巻 第２号
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（出所）『紙・板紙統計年報』（日本製紙連合会）２００７年版より作成。
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このような中国を中心とする東アジアにおける製紙工業の発展は，様々な面
で日本の紙産業に大きなインパクトを与えている。その第１は輸入紙の増加で
ある。従来わが国の紙産業は外国製品の市況に及ぼす影響が小さい国内完結型
とされてきたが，近年輸入比率（輸入量／国内出荷量＋輸入量）が上昇し，状
況が一変している。紙は００年６．４％から０４年８．３％，０５年７．４％へと，板紙
は００年１．８％から０４年２．８％，０５年２．６％へと輸入比率が高まり，飽和状態
にある国内市場に外国製品が食いこんでいる。輸入量でみると，紙・板紙合計
の増加率（０５年／００年）は１９．３％である（表２）。
品種別では，塗工印刷用紙，特殊印刷用紙，情報用紙（PPC用紙）の増加が
目立つ。国内で値上げが行われると輸入紙のシェアが高まるといわれるよう
に，輸入紙の価格は国産製品価格より低く，輸入量の増加につれて販売価格
（年平均，kgあたり）は低下傾向にある。例えば，新聞用紙は，００年１１８円か
ら０５年９８円，０６年９７円へ，上級印刷紙は，００年１００円から０５年９８円，０６
年９６円へ，アート紙は，００年１３２円から０５年１２７円，０６年１２７円へと下落
している。外装ライナー（段ボールシートの表裏に使われる）の販売価格（００
年５２円，０５年５３円，０６年５５円）など下っていない品種もある。１０）これまで
２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年
増減率
（０５年／００年）
紙
輸 入 量 １，２４７ １，３６３ １，２８６ １，５５９ １，６２５ １，４３８ １５．３
輸入比率 ６．４ ７．１ ６．８ ８．２ ８．３ ７．４
板 紙
輸 入 量 ２２３ ２２０ ２３１ ２７１ ３３６ ３１５ ４１．６
輸入比率 １．８ １．８ １．９ ２．２ ２．８ ２．６
紙・板紙
合計
輸 入 量 １，４７２ １，５８５ １，５２０ １，８３２ １，９６３ １，７５６ １９．３
輸入比率 ４．６ ５．１ ４．９ ５．９ ６．２ ５．５
表２ 日本の紙・板紙輸入の推移
（出所）『紙パルプ 日本とアジア２００７』紙業タイムス社 ４５ページ 表６。
（注１）単位：１，０００トン，％，輸入比率＝輸入／（国内出荷＋輸入）。
（注２）原資料：日本紙類輸入組合。
４０ 松山大学論集 第２０巻 第２号
は輸入量の上位は米国製品，インドネシア製品，中国製品の順だが，今後は低
コスト，最新鋭マシンなどをテコに中国からの輸入が増加すると予想される。
日本の紙・板紙の輸出についても，００年１４２万トン，０４年１４４万トン，０５年
１２４万トンなど００年以降，毎年１００万トンをこえておりグローバル化が進行
していることがわかる。
影響の第２は原燃料需要構造の激変である。製紙産業の主要な原料はパルプ
と古紙だが，日本では経済性，安定供給（国内調達可能）などのメリットから，
北欧や米国に先行して古紙が積極的に活用されてきた。製紙原料に占める構成
比でみると，パルプは９５年４６．４％，００年４２．８％，０５年３９．０％と推移し，１０
年間で約７％低下した。他方古紙は９５年５３．４％からグリーン購入法の制定な
どを契機にして，００年５７．０％，０５年６０．４％とコンスタントに上昇し限界に近
づいたとされている。９０年代までは国内で回収された古紙は，ほとんどが国
内メーカーの原料として利用されていた。古紙輸出が目立ってくるのは，２０００
２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年
古紙輸出量
数 量
（１，０００トン）
３７２ １，４６６ １，８９７ １，９７１ ２，８３５ ３，７１０
前年比（％） ２９．０ ２９３．９ ２９．４ ３．９ ４３．９ ３０．９
国 別 古 紙
輸 出 量
（１，０００トン）
中 国
タ イ
台 湾
韓 国
フィリピン
そ の 他
５７
１１３
１０８
５６
２３
１６
５８８
３５１
２３７
１１５
７８
９６
９６４
３３７
３３１
６８
７１
１２５
１，０１４
４６６
２９２
６４
５８
７７
１，９６６
３４２
２４７
１３１
６４
８４
３，１０８
１６５
１７０
１７７
２３
６７
古紙輸出量
古紙回収量
×１００
（％）
２．０ ７．７ ９．４ ９．６ １３．２ １６．６
表３ 古紙輸出の推移
（出所）『紙パルプ産業と環境 ２００６』紙業タイムス社，『統計要覧』２００６年版，２００７年版日
本政策投資銀行などより作成。
（注１）古紙回収量＝古紙入荷－古紙輸入＋古紙輸出＋古紙パルプ。
（注２）原資料：日本紙類輸出組合資料，古紙再生促進センター資料。
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年以降である。すなわち，古紙の輸出量は０１年１４６．６万トンで前年の約４倍
に急増し，さらに０４年２８３．５万トン，０５年３７１．０万トンへと拡大した。国別
の輸出実績では，特に中国の増加が際立つ。００年段階では５．７万トンで，タ
イや台湾より少なく輸出量に占めるシェアも１５％程度であったが，０１年には
その約１０倍の５８．８万トン，０３年に１０１．４万トン，０５年に３１０．８万トンに増
加し，シェアも８３．８％に拡大している（表３）。古紙輸出の増加につれて，上
質の古紙を中心に古紙価格が上昇している。上白（印刷のない白色上質紙の裁
落および損紙），新聞などの販売価格は００年以後，下落ないし安定している
が，模造（墨印刷のある上質紙），色上（色刷りのある上質紙で，アート紙も
含む）など上質古紙は高騰している（表４）。
短期間に輸出が拡大したのは，アジアの古紙需要の増加であり，その主要な
要因は，中国における製紙生産能力の成長，古紙回収体制の未整備および日本
古紙の優位性（「日本の古紙はリサイクル回数が多いため，繊維原料としては
米国，欧州品に劣るが，選別がきちんとしているので使い勝手がよい」など）１１）
とされている。古紙回収量に占める古紙輸出量の比率は，００年２．０％から０５
年１６．６％へと高まり，従来ゆとりがあった古紙の需給バランスが逼迫してい
品 種 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年
上 白
中 白
模 造
色 上
新 聞
雑 誌
段ボール
５０．０～５４．０
２８．０～４５．０
１３．０
８．０～９．０
１１．０
７．０
９．０
５０．０
２８．０～４３．０
１１．０～１２．０
７．０～８．０
９．０
５．５
６．０
４５．０
２３．０
１５．０～１７．０
１２．０～１４．０
１０．０～１３．０
７．０～８．５
７．０～８．５
４２．０～４６．０
２２．０～３７．０
１７．０～１８．０
１３．０～１４．０
１０．０
８．０～８．５
９．０
４０．０～４４．０
２２．０～３７．０
１５．０～１６．０
１１．０～１２．０
１０．０
８．０～８．５
９．５
４０．０～４４．０
２２．０～３７．０
１５．０～１６．０
１２．０
１０．０
８．０～８．５
９．５
表４ 古紙価格
（出所）『統計要覧』２００６年版，２００７年版 日本政策投資銀行。
（注１）単位：円／kg・プレス品，各年１２月現在。
（注２）東京地区近郊メーカー工場着価格（上白，中白，模造，色上は静岡地区メーカー工
場着価格），ただし２００２年以降，上白，新聞，雑誌，段ボールは問屋店頭価格。
（注３）原資料：『古紙統計年報』古紙再生促進センター。
４２ 松山大学論集 第２０巻 第２号
る。このため，上質紙の古紙価格が高騰し，製紙メーカーにとって大きなコス
トアップ要因となっている。
もう１つの主要原料であるパルプ材（ほとんどが木材チップの形で納入され
る）は，近年輸入依存度が高まっている。原料に占めるパルプの比率は，既述
のように４０％を切るほど下っているが，輸入量はそれほど変化していない。
０５年には国産チップ９８８万 m３に対し，輸入チップは２，５００万 m３となり，輸
入依存度は７１．７％となった。輸入木材チップは専用船で一度に大量に輸送さ
れるので，国産チップより割安で輸入が増加してきたが，輸出国の伐採規制の
強化，輸送コストの上昇などに，中国における製紙業の発展や市場の拡大とい
う要因も重なって近年価格も上昇傾向にある。１２）製紙原料全体の３割強を占め
る晒クラフトの価格（kgあたり，年平均）は，０２年５２円から０５年５４円，０６
年５７円とアップしている。
このような紙パルプ産業の原材料や製品の貿易バランス（０５年）をまとめ
たものが表５である。数量でみると製品では，紙，板紙，加工紙のすべてが，
品 目
輸 入 輸 出 輸出－輸入
金 額
（億円）
数 量
（１，０００トン）
金 額
（億円）
数 量
（１，０００トン）
金 額
（億円）
数 量
（１，０００トン）
原
材
料
パルプ材
古 紙
パ ル プ
小 計
２，２６４
１８
１，４１１
３，６９３
１４，１１２
７７
２，３６０
――
０
４８２
１００
５８２
０
３，７１０
１９５
――
▲２，２６４
４６４
▲１，３１１
▲３，１１１
▲１４，１１２
３，６３３
▲２，１６５
――
製
品
紙
板 紙
加 工 紙
小 計
１，２９１
２３２
５２３
２，０４６
１，４４０
３１５
３２３
――
１，１０６
１２５
８８３
２，１１４
１，０５６
１８５
２３５
――
▲１８５
▲１０７
３６０
６８
▲３８４
▲１３０
▲８８
――
総 計 ５，７３９ ―― ２，６９６ ―― ▲３，０４３ ――
表５ 紙産業の貿易バランス（２００５年）
（出所）『統計要覧』２００７年版 日本政策投資銀行より作成。
（注１）紙には手すきの紙・板紙を含み，加工紙にセロファンは含まれない。
（注２）原資料：『貿易統計』（財務省）。
紙産業の危機と主要な課題 ４３
原材料ではパルプ材，パルプが入超であり，古紙のみ輸出超過となっているこ
とがわかる。金額では製品に限ると，わずかに輸出が輸入を上回るが，原材料
ではパルプ材の入超が大きく，輸入超過額が３，１１１億円にも達している。
また紙パルプ産業において，消費エネルギー中最大のウエイトを占める石油
系燃料とりわけ重油などの燃料価格も，原油高騰，食糧危機などの影響で値上
がりがとまらない。C重油価格（あたり）は，９９年１６．８円から０５年４５．９
円へと２．７倍も上昇し紙産業の収益を圧迫している。１３）こうして主要な原材料
や燃料はもとより製品についても，東アジアや世界のグローバルな経済循環に
包摂されつつあり，我が国の紙産業もグローバル型に変身している。
３ 製紙大手企業の中国シフト
中国や東アジアの高成長がもたらす影響の第３は，製紙メーカーや紙加工業
のアジア進出の拡大である。生産拠点の海外移転は，国内と異なる現地の生
活・商慣行，法制度や政治情勢などから生じる様々なリスクへの対応に迫られ
る。そのため海外進出を選択する理由は多様で，８０年代までは資源確保，貿
易摩擦回避，低廉な労働力利用などが中心であった。９０年代に入ると，コス
ト志向，市場拡大，企業機能分散（海外における物流拠点・統括拠点等の設立）
など複合的な要因から，製造業の ASEAN諸国や中国への進出が増加してい
く。豊富で安い労働力，電力・水道・通信等の低いインフラコスト，巨大で多
様な市場，地理的近接性など立地条件の優位性が明らかになるにつれて，日本
企業の中国進出が拡大することになった。近年，人件費などのコスト上昇や電
力不足などインフラ面の制約が顕在化しているが，中国の生産拠点としての優
位性は簡単には揺るがないようにみえる。厚みを増す産業集積は，その集積の
利益により多数の企業や産業を流入させ，集積が集積をよぶ累積的メカニズム
を発揮し，さらに進化している。製造業国内全法人ベースの海外生産比率は，
９５年８．３％から，００年１１．８％，０４年１６．２％へと着実に高まり，業種別（０４
年）にみると，輸送機械（３６．０％），電気機械（２１．３％）などは，かなり高水準
４４ 松山大学論集 第２０巻 第２号
になった。これに対し紙パルプ産業の海外生産比率（木材紙パの比率で代替し
ている）は，国内完結型産業の性格を反映して最も低い産業グループに属する
が，それでも０４年の比率（４．２％）は，９５年水準にくらべ上昇している（表６）。
紙パルプ産業の海外投資件数では，８０年代後半以降，段ボール製造など紙
加工が全体の過半数を占めている。これは食品，繊維，家電などのユーザー業
界のアジア移転に伴い，その製品輸送に必要な包装材料等を供給するための進
出が目立つ。こうしたケースは，コストダウンや需要開拓・市場拡大が主要な
動機となっており，進出先も中国が中心である。植林やチップ生産のための海
外進出は，他分野に先がけて着手されており，最近も地球環境問題への対応と
いうこともあって積極的になされていることが推察される。他方製紙（紙・板
紙）についてみると，９０年代前半までは，紙加工はもとより植林・チップ分
野よりも少なく，特筆できるものはない。しかし２０００年ごろから増加傾向に
年 度 １９９５ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４
食 料 品
繊 維
木 材 紙 パ
化 学
石 油 石 炭
鉄 鋼
非 鉄 金 属
一 般 機 械
電 気 機 械
輸 送 機 械
精 密 機 械
そ の 他
２．６
３．４
２．２
７．７
３．６
８．４
６．３
７．５
１４．４
１７．１
６．２
２．９
２．７
８．０
３．８
１１．８
１．４
１４．０
９．４
１０．８
１８．０
２３．７
１１．２
４．４
４．５
６．７
３．８
１２．６
１．５
１６．２
１０．２
１０．２
２１．６
３０．６
１２．０
４．４
４．６
６．６
４．３
１３．４
２．０
８．９
１０．１
１０．１
２１．０
３２．２
１２．９
５．１
４．９
８．４
３．８
１３．６
１．６
９．４
７．９
１０．７
２１．０
３２．６
１２．８
５．０
４．４
７．３
４．２
１５．３
１．８
１０．５
９．４
１１．７
２１．３
３６．０
１２．４
６．２
製 造 業 計 ８．３ １１．８ １４．３ １４．６ １５．６ １６．２
表６ 業種別海外生産比率（国内全法人企業ベース）
（出所）『我が国の海外事業活動（第３５回）』（経済産業省）２００７年。
（注１）国内全法人企業ベースの海外生産比率＝現地法人売上高÷（現地法人売上高＋国内法
人売上高）×１００。
（注２）単位：％，２００１年度に業種分類を改訂したため２０００年度以前の数値とは断層が生じ
ている。
紙産業の危機と主要な課題 ４５
分 野 ～１９８５年 １９８６年～９５年 １９９６年～ 総 計
植林・チップ
パルプ
製紙（紙・板紙）
感熱紙・ノーカーボン
紙加工
４
３
３
０
０
８
４
４
５
３３
１４
０
８
５
３０
２６
７
１５
１０
６３
合 計 １０ ５４ ５７ １２１
表７ 紙パルプ産業の海外投資件数
（出所）『紙パルプ 日本とアジア』紙業タイムス社 ２００４年 １４３ページ。
（注）単位：件，原資料：日本製紙連合会。
あり，今後はアジア進出の中核になるとされている（表７）。
製紙分野では，当初オンリーワン製品や技術を有するユニークな中堅企業が
海外進出をリードした。例えば，９４年にタイで自動車フィルター原紙などの
製造に着手した阿波製紙（徳島市），９３年に中国安慶市（電気絶縁紙製造販売）
に，９４年に抗州市（工業用特殊紙製造販売）に進出した三木特種製紙（四国
中央市）がその事例である。独自の技術を駆使した製品であれば，ライバルと
なる企業も少なく，リスクの多い現地での競争でも優位に立ちやすいとされて
いる。
９０年代後半以後，製紙大手企業の中国進出が目立つようになった。主要な
ものをリストアップすると以下のようになる（設立年，企業名，地域，事業内
容）（明示していないものはすべて中国企業との合弁事業）。１４）
９８年 レンゴー 順徳 段ボール・印刷紙器製造販売
００年 レンゴー 中山 段ボール原紙製造販売
０１年 日本製紙 浙江 段ボール原紙製造販売
０２年 王子製紙 上海 ティシュ製造販売
０２年 レンゴー 上海・北京 中国事業統轄室設置
０２年 東海パルプ 上海 段ボール原紙製造販売
４６ 松山大学論集 第２０巻 第２号
０２年 王子製紙 蘇州 段ボール原紙製造販売
０３年 レンゴー 大連 段ボール製造販売（工場移転）
０３年 王子製紙 南通 南通プロジェクト（紙パルプ一貫工場）
建設計画（独資）発表
０３年 日本製紙 上海 段ボール製造
０３年 王子製紙 上海 王子制紙（中国）設立
０４年 日本製紙 浙江 段ボール原紙製造販売
０４年 レンゴー 無 段ボール製造販売
０４年 日本製紙 承徳 非塗工紙製造販売（０５年に撤退）
０５年 大王製紙 蘇州 生理用品製造販売
０６年 王子製紙 南通 南通プロジェクト（合弁事業に変更）正
式認可
このように，製紙大手の中国シフトが強まっている。以下では，王子製紙，
日本製紙などの事例を若干整理してみよう。１５）王子板紙，王子ネピア，王子特
殊紙などを含めたグループ（業界１位）の中核企業である王子製紙は，従来，
北米，欧州などにおいてパルプ・製材などの現地拠点を構築していたが，「本
籍日本のアジア国籍企業」をめざすという計画（０１年）の策定以後，製紙分
野の中国進出が目立つ。なかでも最大のものが，０３年６月に発表された南通
プロジェクト（江蘇省南通市に塗工紙，非塗工紙など年産１２０万トン規模の紙
パルプ生産一貫工場を単独資本で建設するという計画，抄紙機など３系列の生
産設備，パルプ設備，発電設備などを順次整備し，０７年４０万トン，０９年８０
万トン，１１年１２０万トンと生産能力を拡大する予定）である。日本企業が，
中国において原料からの一貫生産を行うのは，このプロジェクトがはじめてで
あり，生産能力も同社の国内工場の最大規模と同じとされる。同年，このプロ
ジェクトの推進のために，上海市に持株会社の王子制紙（中国）を設立した。
王子製紙は，蘇州ネピア，蘇州王子包装，上海東王子包装など，すでに中国事
紙産業の危機と主要な課題 ４７
業に着手しているが，王子制紙（中国）は既存事業を含めた「王子製紙中国本
社」という位置づけになるという。その後，中国政府が年産３０万トンを超え
る外資単独による工場建設を禁止するなど規制を強化したため，南通プロジェ
クトの着手は相当遅れることになった。正式に認可されたのは０６年７月で，
内容的にも生産設備２系列年産８０万トン，パルプ設備１系列など縮少された
だけでなく，主体企業も合弁方式（出資比率：王子製紙９０％，中国側企業
１０％）に変更された。０９年からの操業をめざして建設中とされ，王子製紙は
「本籍日本のアジア国籍企業」としての大きな一歩と表明している。
他方，日本製紙グループ本社（業界２位）の中核企業である日本製紙は，９０
年代にノーカーボン原紙の製造拠点をつくっているが，中国への進出が本格化
するのは２０００年以後である。浙江省において，０１年にライナー（段ボールシ
ートの表裏に使用）の製造工場を，０４年に中芯（段ボールシートの中の段に
使用）の製造工場を建設し，バランスのとれた段ボール原紙の現地供給体制が
できた。０３年には上海に，段ボール製造拠点を設立し，原紙からシート，製
函に至る一貫した事業を展開することになった。同社の場合，既存設備の活
用，早期のたちあげなど合弁事業のメリットを生かすかたちで中国進出をは
かっているとされる。０５年に策定した「グループビジョン２０１５」において，
中国及び周辺地域を中心にした海外事業を積極的に推進するとしている。また
段ボール最大手のレンゴーも，９０年代前半から中国に進出しているが，０２年
上海と北京に中国事業統轄室を設置するなど，「アジアの総合包装企業」をめ
ざして中国シフトを強めるという。
次に愛媛企業の海外進出動向について，簡単に言及しよう。都道府県別集積
状況（０５年）をみると，愛媛県は出荷額では静岡県についで第２位で，全国
シェア７．３％になる。愛媛の紙パルプ工業の付加価値生産性は全国一であり，
県のリーディング産業となっている。生産量（０５年）では，紙・板紙３２６．８
万トン（全国比１０．６％），パルプ２４３．９万トン（同２２．７％）で，全国的傾向と
異なり２０００年以後も増加しており，国内でも有数の紙産地であることがわか
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る。愛媛県における製紙・紙加工の主要な海外進出事例（９０年代以降）をま
とめたものが表８である。一見して明らかなように，進出先としては中国が最
も目立っており，その周辺の東アジア諸国がそれにつぐ。業種別でも全国的動
業種 企 業 名 設立年 進出地域 進出形態 事業内容
製
紙
大王製紙
丸住製紙
三木特種製紙
１９９５
２００５
１９９５
１９９３
１９９４
１９９５
中国（上海）
中国（蘇州）
ニュージーランド
（ワンガレイ）
中国（安慶）
中国（杭州）
中国（蕪湖）
合弁
合弁
合弁
合弁
合弁
単独資本
ノーカーボン紙製造
生理用品の製造販売
ウッドチップの製造販売
電気絶縁紙製造
工業用特殊紙等販売
電気絶縁紙製造
紙
加
工
アイム
有高扇山堂
今村紙工
愛媛祝儀
カミ商事
キンセイ
薦田紙工業
さん・おいけ四国事業所
大黒工業
みすまる産業
リブドウコーポレーション
ユニ・チャーム
２００５
２０００
１９９１
１９９８
２００１
２００６
１９９１
２００１
１９９４
２０００
２００２
２００４
１９９３
１９９４
１９９５
１９９７
１９９７
１９９７
２００２
２００５
２００６
２００６
中国（蘇州）
中国（杭州）
中国（大連）
中国（杭州）
中国（杭州）
中国（煙台）
中国（杭州）
中国（塩城）
中国（南京）
中国（煙台）
中国（上海）
米国（ウィルソン）
オランダ
韓国
中国（上海）
インドネシア
マレーシア
シンガポール
フィリピン
サウジアラビア
韓国
ベトナム
単独資本
単独資本
合弁
合弁
単独資本
合弁
合弁
合弁
合弁
合弁
単独資本
単独資本
合弁
合弁
合弁
合弁
単独資本
単独資本
単独資本
単独資本
合弁
単独資本
紙オムツ製造
ペーパーバッグ・祝儀用品等製造
水引金封製造
水引金封製造
水引金封製造
パルプモールド製造
水引金封製造
文具・水引金封製造
水引金封製造
パルプモールド製造販売
包装資材の製造販売
紙オムツ製造販売
紙オムツ製造
紙オムツ・生理用品製造販売
紙オムツ・生理用品製造販売
紙オムツ・生理用品製造販売
紙オムツ・生理用品製造販売
紙オムツ・生理用品製造販売
紙オムツ販売
紙オムツ・生理用品製造販売
紙オムツ・生理用品製造販売
生理用品製造販売
表８ 愛媛県における紙産業の海外進出状況
（出所）『会社年鑑』愛媛県経済レポート２００６年版，２００７年版，『愛媛県国際取引企業リスト
（２００５～２００６）』（ジェトロ愛媛貿易情報センター），日刊紙業通信社四国支社での調
査（２００７年４月５日，１１月２１日）等により作成。
紙産業の危機と主要な課題 ４９
向とほぼ同様に，製紙にくらべて紙加工の事例が多い。製紙については，９０
年代に大王製紙，丸住製紙，三木特種製紙が進出しているが，２０００年以後は
大王製紙の事例しかなく，とりわけ紙加工のアジア進出が際立っている。ユ
ニ・チャームは，１９８４年の台湾での現地法人設立を皮切りに，９０年代には韓
国，中国，インドネシア，マレーシア，ベトナムなど東アジアにおいて進出地
域を拡大してきた。９５年にはじめて，中国上海市に合弁方式で，紙オムツ・
生理用品の製造販売拠点を構築している。０５年には華東地区生理用品市場で
の同社のシェアが，約３０％を占めてトップになり，P&G（約２０％），ジョン
ソン＆ジョンソン（約１５％）のシェアを上回った。１６）ユニ・チャームは２０１０年
を目標年度として，不織布吸収体事業でグローバルシェア１０％をめざす「グ
ローバル１０」の計画を推進中とされ，今後も中国など東アジアを中心に海外
進出を強めると思われる。水引金封関係の事例には，有高扇山堂（抗州，００
年），愛媛祝儀（抗州，０１年），薦田紙工業（塩城，０１年）などがあり，９０年
代に引き続き中国への進出となっている。パルプモールドの製造についても，
大黒工業（煙台，００年）や，カミ商事（煙台，０６年）にみられるように，進
出先は中国である。表には示していないが，ウェットティシュボトル容器製造
の本田洋行（大連，０３年），ポリエチレンフィルム製造の福助工業（上海，０４
年）など紙関連についても中国への進出が増加している。県内企業の場合も，
現地生産による国際競争力アップが主要な進出動機とされている。
４ とまらない業界の再編
成熟化やグローバル化のなかで，出荷額や販売金額も伸び悩んでいる。製造
品出荷額では，パルプ・紙・紙加工品は，００年７９，３３９億円に対し，０５年
７０，８９１億円と減少しており，２０００年を１００とした指数で示すと０５年は８９．４
となる。全製造業の同年の指数（９８．４）とくらべても，約１０ポイントも下回
る。０５年の従業者数，事業所数について，同じ指数でそれぞれ８６．６，８２．３と
なり製造品出荷額以上に減少していることがわかる。１７）販売金額でみると，
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紙は００年２２，３９２億円から，０５年２０，７３６億円へ，板紙は６，７３３億円から，
６，３６５億円へいずれも減少しており，率ではそれぞれ８．０％，５．８％のダウンと
なった。品目別で減少額の大きいのは，非塗工紙，塗工紙などの印刷・情報用
紙，雑種紙，紙器用板紙等で，衛生用紙（ティシュ，トイレ紙），段ボール原
紙以外は多くの品目で減少している（表９）。
製紙工業は，パルプ製造設備，古紙処理設備，抄紙機（マシン），塗工機，
発電設備，環境関連機器など多数の各種設備を必要としており，典型的な装置
産業である。広幅高速マシン１台で１００～２００億円など設備の大型化に伴って
投資額が大きくなり，工場建設費が５００億円をこえるケースも稀ではない。１８）
また紙産業は，木を植え森を育てる「造林産業」という性格もあり，長期的な
視野から事業活動を展開せざるを得ない。このため相対的に利益水準が低く，
従来は売上を増やすことで投資費用を回収してきたが，業績の低迷でそれが困
難になっている。
また紙産業は内需依存型，自給自足型であったことから，これまで国際競争
力もあまり認められていない。日本政策投資銀行産業問題研究会の調査では，
自動車，同部品，電子部品，化学などの海外進出型産業はもとより，鉄鋼，工
作機械，造船などとくらべても，紙パルプ産業の国際競争力は弱く，全体的に
みても最低グループに入る（図２）。今後，工場等の海外移転につれて競争力
は一層低下すると予測される。１９）それに加えて原材料コスト，エネルギーコス
トの上昇がとまらず，多品種少量化という消費構造の変化もあって収益性がさ
らに悪化している。従来，製紙大手と中小メーカーの生産品目等において，一
定の棲みわけがあり，中小企業は家庭紙，手漉和紙，紙加工などの分野で特殊
技術を生かした生産に特化してきた。高付加価値製品が目立つ愛媛物，大量生
産型商品を中心とする静岡物などにみられるように産地間でも，適度な分業が
なされていた。しかし，輸入紙の増加，大手企業の家庭紙分野（ティシュ，ト
イレ紙など）への参入などによって，国内の棲みわけがくずれ，企業間，産地
間における競争が激化している。その結果，紙産業の利益水準が一段と低下す
紙産業の危機と主要な課題 ５１
ることになった。
上場企業の０７年９月中間決算は，輸出・海外販売が好調な企業が貢献し５
品 目 ２０００年
２００５年 増減（２００５年／２０００年）
構成比 実 額 増減率
紙 ２２，３９２ ２０，７３６ １００ ▲１，６５６ ▲８．０
新聞用紙
印刷・情報用紙
非塗工紙
微塗工紙
塗工紙
情報用紙
包装用紙
未ざらし包装紙
さらし包装紙
衛生用紙
ティシュペーパー
トイレ紙
タオル用紙
雑種紙
工業用雑種紙
家庭用雑種紙
３，９９７
１２，２９２
２，９２４
１，３５８
５，５５０
１，６８９
１，１１２
６２４
４８８
２，９９６
１，０９３
１，３９４
２１９
１，９９３
１，６８１
３１１
３，６２１
１１，５２４
２，６２０
１，４６７
５，１７５
１，５５４
９６０
５３９
４２０
３，０３８
１，１３１
１，４１６
２７７
１，５９１
１，３８５
２０６
１７．４
５５．６
１２．６
７．１
２５．０
７．５
４．６
２．６
２．０
１４．７
５．５
６．８
１．３
７．７
６．７
１．０
▲３７６
▲７６８
▲３０４
１０９
▲３７５
▲１３５
▲１５２
▲８５
▲６８
４２
３８
２２
５８
▲４０２
▲２９６
▲１０５
▲１０．４
▲６．７
▲１１．６
７．４
▲７．２
▲８．７
▲１５．８
▲１５．８
▲１６．２
１．４
３．４
０．１
２０．９
▲２５．３
▲２１．４
▲５１．０
板紙 ６，７３３ ６，３６５ １００ ▲３６８ ▲５．８
段ボール原紙
紙器用板紙
雑板紙
４，１１５
１，９２９
６８８
４，１３０
１，６４３
５９１
６４．９
２５．８
９．３
１５
▲２８６
▲９７
０．４
▲１７．４
▲１６．４
表９ 紙・板紙の品目別販売金額
（出所）『紙・パルプ・プラスチック・ゴム製品統計年報』２００４年，２００５年より作成。
（注１）単位：億円，％，すべての事業所（手すき紙を除く）についての統計。
（注２）非塗工紙：上級印刷紙，中級印刷紙，下級印刷紙，薄葉印刷紙，
微塗工紙：雑誌本文，チラシ，カタログなどの商業印刷に使用されるもの，
塗工紙：アート紙，コート紙，軽量コート紙など，
情報用紙：複写原紙，フォーム用紙，PPC用紙，情報記録紙，
未ざらし包装紙：重袋用両更クラフト紙，その他両更クラフト紙など，
さらし包装紙：純白ロール紙，さらしクラフト紙，
工業用雑種紙：接着紙原紙，食品容器原紙，電気絶縁紙など，
家庭用雑種紙：書道用紙など，
段ボール原紙：ライナー，中しん原紙，
紙器用板紙：白板紙，黄・チップ・色板紙，
雑板紙：建材原紙，紙管原紙など。
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海外移転 国内存続
?
?
電子部品
自動車
自動車部品
化学汎用
IT関連機器 鉄鋼
工作機械
非鉄金属
化学特殊
半導体
家電
半導体
製造装置
造船
繊維
一般機械
産業用機械 紙パ
セメント
国際競争力
国内立地
期連続の増収増益となった。経常利益は，精密機器（前年同期比約２７％増），
自動車（同約２０％増）などの増加が目立ち，発表済み企業全体でも約９％伸
びている。２０）一方，製紙大手は，値上げで売上高は増加したものの，C重油や古
紙などの原燃料コスト上昇による減益効果が大きく，５社すべての経常利益が
減少した。特に王子製紙，日本製紙の減少率は大きく，それぞれ，▲４７．６％，
▲３１．２％となっている（表１０）。
こうした中で，日本製紙と大昭和製紙の事業統合（０１年），５社合併による
王子板紙の設立（０２年），日本製紙，大昭和製紙，日本紙共販の合併（０３年），
王子特殊紙の設立（０４年），日本製紙グループ本社の設立（０４年）などにみら
図２ 国際競争力と国内立地の相関関係
（出所）『日本製造業復活の戦略』ジェトロ ２００３年 ３７ページ。
（注）あくまでもイメージ図。縦軸は日本に立地する各業種の工場を世界と比較した相対
的な競争力を示す。横軸は生産部門＋研究部門の海外移転が進んでいる度合いをプ
ラス方向に示し，全体を二次元で表現したもの。
紙産業の危機と主要な課題 ５３
れるように，２０００年以後も毎年のように業界の再編が繰り返されている（表
１１）。合併や統合などによる企業規模の拡大は「量が伸びず単価も上げられな
いなかで持続的成長を勝ち取っていくための戦略」とされるが，０６年には，製
紙業界を震撼させる敵対的 TOB（株式公開買付）も実施されることになった。２１）
王子製紙は，７月２３日需要減と原材料価格高騰に対応して生産効率化をは
かるためとして，業界５位の北越製紙に対する TOBによる統合提案を発表し
た。しかし自主独立路線の北越製紙は，王子製紙の TOBを拒否し，三菱商事
との業務提携，第３者割当増資などの買収防衛策を発動することになった（三
菱商事が増資引き受けにより，北越製紙の筆頭株主になる）。この結果，王子
製紙の TOB（８月２日開始）は，大企業としては日本ではじめての敵対的買
収となった。すでに言及しているように国内の紙業界は，王子製紙，日本製紙
の２強体制が成立しているが，このまま経営統合が進めば王子製紙の１強シス
テムになり，国内市場構造も激変する可能性があった。王子製紙の規模や売上
高などの拡大・膨張をおそれた日本製紙グループ本社は，８月３日 TOB阻止
のため北越株を議決権比率１０％未満の範囲で取得する方針を公表し，「対王子
製紙」の包囲網が拡がった。この間，大王製紙も，王子による北越の統合は独
占禁止法に違反するとして，公正取引委員会への上申書提出を発表している。
日本製紙の北越株取得により TOB実現のハードルが高まり，その後王子製紙
売 上 高 経常利益 当期利益
（億円）
前年同期比
（％）
（億円）
前年同期比
（％）
（億円）
前年同期比
（％）
王 子 製 紙
日 本 製 紙
大 王 製 紙
三 菱 製 紙
北 越 製 紙
６，４２０
５，９７３
２，１４８
１，２６３
８３３
３．２
２．８
６．７
６．６
７．２
１４２
１３８
７３
２０
３８
▲４７．６
▲３１．２
▲１３．８
▲１１．７
▲５．６
９
４６
３４
５
１９
▲８２．８
▲３３．２
３２．６
▲９０．４
４．３
表１０ 製紙大手２００７年９月期連結決算
（出所）朝日新聞 ２００７年１１月１５日。
５４ 松山大学論集 第２０巻 第２号
年 月 企 業 名 内 容
２００１年３月
４月
７月
９月
９月
１０月
１１月
１１月
１２月
日本ユニパックホールディング
日本板紙共販
王子板紙
万英製紙
八百健
新大阪板紙
セイコー
大淀製紙
望月製紙
日本製紙と大昭和製紙が持株会社方式により
事業統合
日本板紙，大昭和製紙，東北製紙３社の共同出
資による段ボール原紙を主体とした共販会社
王子製紙，高崎三興，中央板紙，北陽製紙の
４社出資による段ボール原紙の共販会社
廃業
製紙事業から撤退
製紙事業から撤退
廃業
廃業
廃業
２００２年５月
９月
１０月
日本加工製紙
日本製紙印刷工業
王子板紙
自己破産
解散
王子板紙，高崎三興，中央板紙，北陽製紙な
ど５社が合併
２００３年１月
３月
４月
４月
４月
４月
１２月
富士製紙
チューエツ
日本製紙
日本大昭和板紙
王子ネピア
富士コーテッドペーパー
見山製紙工業
ともに王子製紙系列の新富士製紙と安倍川製
紙が合併
製紙事業から撤退
日本製紙，大昭和製紙，日本紙共販が合併
日本板紙が東北製紙，旧大昭和製紙吉永事業
所を譲受し「日本大昭和板紙」と社名変更，
併せて日本板紙共販を合併
ともに王子製紙系列のネピアとホクシーが合
併
日本ユニパックホールディングが丸紅に株式
譲渡
製紙部門から撤退
２００４年３月
４月
６月
１０月
１０月
天間製紙
大竹紙業
南信パルプ
王子特殊紙
日本製紙グループ本社
自己破産
日本ユニパックホールディングが三島製紙に
株式譲渡
解散
王子製紙が子会社の富士製紙と自社の特殊
紙・フィルム事業および江別・岩渕・中津・
滋賀の４工場を分社型吸収合併
日本ユニパックホールディングが社名変更
２００５年４月
４月
７月
北上ハイテクペーパー
井出製紙
三島製紙
三菱製紙が北上工場を分社化
自己破産
大竹紙業を子会社化
２００６年１月
４月
６月
８月
８月
８月
新和洋製紙
東海パルプ
丸富製紙
王子製紙
北越製紙
日本製紙グループ本社
自己破産
明治製紙を子会社化
美藤製紙を子会社化
北越製紙に対する敵対的 TOB開始
王子製紙の TOB拒否
王子製紙の TOB阻止のため北越製紙株式の
一部取得
表１１ 製紙メーカーの主な合併・統合・廃業
（出所）『知っておきたい紙パの実際２００６』紙業タイムス社，『静岡の紙・パルプ』２００６年版
日刊紙業通信社，朝日新聞，日刊紙業通信（日刊紙業通信社）などにより作成。
紙産業の危機と主要な課題 ５５
はこの買収を中止することになった。「製紙，仁義なき戦い」２２）「製紙業界はM
&Aの先駆者といえる産業」２３）などの指摘にもあるように，製紙業界の再編は
とどまるところを知らず，常に他社との経営統合を念頭におくという究極の段
階に入っている。因に０７年１１月には，王子製紙と三菱製紙（業界４位）の資
本と業務面の提携が発表され，今年５月には，日本製紙グループ本社とレンゴ
ー（板紙最大手）が経営統合の検討に入ったことが明らかになった。統合が実
現すれば王子製紙を抜いて業界首位になるとされる。製紙大手を中心に，０４
年ごろから毎年製品値上げが繰返されているが，こうした中でのM&Aの激化
は，価格修正などの一面的な対応のみでは世界的な構造変化についていけない
ことを示すものでもある。
また合併・統合などによる規模拡大の一方で，中小規模の紙・板紙メーカ
ー，紙加工企業等の倒産・廃業も，相変らず多い。最大産地，静岡地区の倒産
や廃業の事例をリストアップすると次のようになる。２４）
０４年 天間製紙（白板紙），イデヒコ製紙（家庭紙）
和久製紙（家庭紙），原町製紙所（衛生用紙）
杉田紙管工業所，勝俣紙工（段ボール）
石川工業（ちり紙）
０５年 井出製紙（白板紙），コウヨウ工業（ティシュ）
静岡ダンボール（段ボール），パッケージアーツ（紙加工）
０６年 新和洋製紙（家庭紙），甲府紙業，一徳製紙工場（障子紙）
白板紙メーカーの両雄とされた天間製紙の長沢・天間両工場と井出製紙本社工
場は，いずれも大手パチンコ店に買収されるなど静岡地区では，統廃合がドラ
スチックに展開しており，国内製紙業界の縮図を垣間見ることができるともい
われるのである。２５）
５６ 松山大学論集 第２０巻 第２号
５ 多発する環境不祥事
紙産業とりわけ製紙業については，高度成長期における排水・ばい煙などに
起因する大気汚染や海面汚濁の深刻化，地域の環境被害の拡大，住民・漁民を
中心とする公害反対運動の激化などを経て「森林を伐採して水や大気を汚す公
害産業」というイメージが強く，その後もこれを十分には払拭できなかったと
いわれる。２６）近年，ようやく古紙の再利用，バイオマスエネルギーの活用，海
外植林事業の推進や環境報告書の発行などによって，リサイクル産業，植林産
業としての特性に対する評価も定着しかけていた。
こうした中，０７年７月１０日，日本製紙は，国内６工場において，以下のよ
うな大気汚染防止法違反（ボイラーから排出されるばいじん濃度の基準値超過
など）があったことを公表した（工場名，所在地，違反内容）。
釧路工場（北海道，SOx，NOx排出基準値超過についての報告義務違反，
運転日報の改ざん）
旭川工場（北海道，NOx排出基準値超過についての報告義務違反，運転
日報の改ざん）
白老工場（北海道，NOx排出基準値超過についての報告義務違反）
富士工場（静岡県，SOxの県や富士市との協議値超過，この報告値及び
連続記録紙の改ざん）
岩国工場（山口県，NOx排出基準値超過についての報告義務違反）
八代工場（熊本県，NOx排出基準値超過についての報告義務違反，この
報告値及び連続記録紙の改ざん）
改ざんの方法には，コンピュータに記録されたデータを基準値内におさまるよ
うに打ち直したり，自動記録で基準値を超えそうになると記入用ペンをはずし
たりしていたとされる。２７）３日後の７月１３日には，日本製紙の法令違反公表を
うけて緊急調査を行った王子製紙グループ企業でも，王子製紙４工場，王子板
紙３工場において，同様の違反が発覚した。その内容は以下のようになる（工
紙産業の危機と主要な課題 ５７
場名，所在地，違反内容）。
〈王子製紙〉
釧路工場（北海道，NOx排出基準値超過についての報告義務違反）
苫小牧工場（北海道，NOx排出基準値超過についての報告義務違反）
米子工場（鳥取県，SOxの米子市との協定値超過についての報告義務違
反）
富士工場（静岡県，NOxの県や富士市との協議値超過，この報告値の改
ざん）
〈王子板紙〉
佐賀工場（佐賀県，NOx排出基準値超過についての報告義務違反）
江戸川工場（東京都，NOx排出基準値超過についての報告義務違反）
日光工場（栃木県，SOx排出基準値超過についての報告義務違反）
王子製紙釧路工場では，最大で基準値の２．４倍をこえるばいじん（NOx）の排
出が確認され，同富士工場における改ざんは，担当課のメンバーが協議値をわ
ずかに下回る値に書き直していたとされ，日本製紙とほぼ同様の違反や改ざん
手法がみられた。環境省の要請にもとづき実施された業界総点検（対象製紙企
業１４６社，２２８工場）に関する結果報告２８）などによれば，０７年７月末段階で
すでに１５社２６工場の大気汚染防止法違反が確認された。表１２に示されてい
るように，主要な製紙大手・中堅企業がカバーされている。「競争の激化に加
え，原燃料価格の上昇で経営環境は厳しい」「環境対策に万全を記す精神が不
足していた」（王子製紙幹部）などの発言２９）にみられるように，法令違反の背
景には生産効率優先，環境対策軽視の企業体質があったことが推察できる。
また愛媛県においても，８月２０日大王製紙，８月３０日丸住製紙の基準値や
届出値の超過，ばいじんデータ改ざんなどが発覚し，またたく間に県全体に拡
がった。県の調査（対象大王製紙，丸住製紙を含む５０社５５工場）では，２８
社３１工場で大気汚染防止法違反や県条例で定める測定回数不足等が明らかに
なった。排水総量規制基準値超過，排水データ改ざんなどの水質汚濁防止法違
５８ 松山大学論集 第２０巻 第２号
違反内容 会 社 名 工 場 名 自治体名
違反事例数
会社数 工場数 関係自治体数
窒素酸化物あ
るいは硫黄酸
化物あるいは
両者について
の排出基準値
超過と報告義
務違反
日本製紙 釧路工場
白老工場
旭川工場
岩国工場
八代工場
北海道
北海道
旭川市
山口県
熊本県
１３ ２１ １５
王子製紙 釧路工場
苫小牧工場
北海道
北海道
王子板紙 佐賀工場
江戸川工場
日光工場
佐賀県
東京都
宇都宮市
大王製紙
レンゴー
中越パルプ工業
丸三製紙
日本大昭和板紙関東
リンテック
三島製紙
愛媛製紙
興陽製紙
春日製紙工業
三島工場
金津事業所
能町工場
川内工場
―――
足利工場
吾妻工場
原田工場
―――
本社工場
―――
愛媛県
福井県
富山県
鹿児島県
福島県
栃木県
群馬県
静岡県
愛媛県
静岡県
静岡県
データの改ざ
ん（運転日報，
連続記録紙な
ど）
日本製紙 釧路工場
旭川工場
富士工場鈴川
八代工場
北海道
旭川市
静岡県
熊本県
５ ９ ６王子製紙 富士工場
春日井工場
静岡県
愛知県
大王製紙
大興製紙
丸住製紙
三島工場
―――
大江工場
愛媛県
静岡県
愛媛県
表１２ 製紙業における大気汚染防止法に基づくばい煙発生施設の
排出基準値超過など（２００７年７月）
（出所）『日刊紙業通信』日刊紙業通信社 ２００７年７月１９日，２０日，２３日，『製造業に対する
大気汚染防止法順守状況にかかる点検結果について』（環境省）２００７年９月１９日など。
（注１）環境省の要請により，製紙業各社（１４６社，２２８工場）の大気汚染防止法順守状況総
点検について都道府県等が聴取した結果報告をベースに，２００７年７月３１日までの法
令違反状況を整理したもの。
（注２）表記の一部を変更している。
紙産業の危機と主要な課題 ５９
反を含めると，違反企業は３１社３６工場にのぼる３０）（資料１参照）。
大王製紙三島工場の場合，ボイラーから排出されたばいじん濃度の測定値に
ついて以下のような実態が報告されている。３１）
 報告データの書きかえ
２回は基準値を超過した実測値を届出値より低い数値に書きかえ報告値と
し，他の３回は測定せずに届出値より低い数値を報告値とした（表１３）。
 自動測定記録紙のデータ書きかえ
１１号，１５号，２０号ボイラーで，０５年１０月以前において NOx濃度が瞬間
的に届出値を超過しそうになった時，自動測定記録紙への中断操作を行
い，安定後データを書きかえた。
０７年７月１０日 日本製紙 ６工場で大気汚染防止法違反（ばい煙基準値超過など）公表
７月１３日 王子製紙，王子板紙でも大気汚染防止法違反判明
８月２日 三島製紙，興陽製紙，春日製紙工業で大気汚染防止法違反判明
８月６日 愛媛県 県内大規模事業所（１８社）に対し大気汚染防止法に関する実
態調査を指示
８月２０日 大王製紙 三島工場のばい煙データ改ざん公表
８月２１日 愛媛県，四国中央市，大王製紙三島工場に立ち入り検査，経済産業省も
大王製紙に対し立ち入り検査
８月３０日 丸住製紙大江工場のばい煙データ改ざん，愛媛製紙の排出基準値超過判
明
９月６日 愛媛県 丸住製紙，愛媛製紙に対し原因究明と再発防止を指示
９月１０日 四国中央市長，環境法令違反が継続（再発）すれば操業停止も辞さぬと
言明（９月定例市議会）
９月１４日 愛媛県 大気汚染防止法等環境法令研修会実施（製紙会社４５社参加）
９月２８日 大王製紙，三島工場のばい煙発生施設における基準地超過等に関する報
告書を県に提出
１０月２６日 県内製紙全５５工場のうち３６工場で環境法令違反判明（愛媛県調査）
１０月２６日 丸住製紙，ばい煙データ改ざん問題についての報告書を県に提出
０８年４月１０日 環境省 大気汚染防止法等の改正について検討開始
資料１ 製紙会社の大気汚染防止法違反をめぐる動き
（出所）朝日新聞，愛媛新聞，日刊紙業通信（日刊紙業通信社）各号，製紙各社の HP等より作成。
（注）愛媛県内製紙業の事象を中心にまとめたもの。
６０ 松山大学論集 第２０巻 第２号
，とも管理職の指示や前任者からの引継ぎなど，長年にわたって組織ぐ
るみでなされていたとされる。丸住製紙大江工場では，NOxの基準値超過は
なかったが，ボイラー２基の県届出値超過，測定値の改ざんが判明した。デー
タ改ざんはボイラー管理の担当課（管理職を含む約２０人）において，０４年ご
ろから恒常的になされていたという。法令違反の原因として，「生産性優先の
意識が強く法令順守の考えが希薄であった」「工場における管理体制に不備が
あった」（大王製紙），「大気汚染防止法に定められた基準値を守っていれば問
題ないとの安易な考えがあった」「甘い体質による管理体制のずさんさに尽き
る」（丸住製紙）などが指摘されている。３２）このように県内企業においても，環
境より生産性や効率を重視する姿勢がうきぼりになった。大気汚染，水質汚濁
等の従来型公害はほぼ解決ずみで，現在は環境貢献型産業になったと PRして
いただけに，製紙業に対する住民，消費者，行政の不信感はよけいに大きく
なっている。
さらに今年に入って製紙大手を中心に，業界ぐるみの古紙配合率偽装問題が
表面化することになった（資料２）。１月１６日，日本郵政は年賀はがきを含む
すべての再生紙はがきについて，全メーカーが契約内容と異なる低い古紙配合
率で納入していたことを発表した。各社から事前の説明は全くなかったとい
測定年月
運転時間
（時間）
ばいじん濃度基準値（ g ／m３N） 報告値
（ g ／m３N）
実測値
（ g ／m３N）基準値 協議値 届出値
２００４年９月
２００４年１１月
２００５年５月
２００５年９月
２００５年１１月
３１．５
４０．５
１５１．０
５５．０
８５．５
０．３５
０．３５
０．３５
０．３５
０．３５
０．１５
０．１５
０．１５
０．１５
０．１５
０．１４５
０．１４５
０．１４５
０．１４５
０．１４５
０．０２７９
０．０２８２
０．０３８３
０．０３９５
０．０３７６
未測定
未測定
０．１８０
０．４９８
未測定
表１３ ばいじん濃度報告データの書きかえ（大王製紙８号ボイラー）
（出所）『三島工場のばい煙発生施設における基準値超過等に関する報告書』大王製紙 ２００７
年９月２８日。
（注）ばいじん濃度基準値について，大気汚染防止法で定めている基準値を「基準値」，愛媛
県へ届け出ている値を「届出値」，四国中央市と協議している値を「協議値」とした。
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０８年１月９日 再生紙はがきの古紙配合率偽装問題表面化（TV報道）
１月１６日 日本郵政，製紙大手５社が納入したすべての再生紙はがきについて，契
約で決めた古紙配合率を下回っていたと発表，日本製紙グループ本社の
中村社長，年賀はがき以外の他の製品でも配合率偽装があることを認
め，引責辞任する意向を表明
１月１７日 複写機メーカーの富士ゼロックス，リコーなど再生紙の販売・受注の中
止発表
１月１８日 製紙大手５社（王子製紙，三菱製紙，大王製紙，北越製紙，中越パルプ
工業），はがき以外の多くの製品で配合率偽装が常態化していたことを
認め謝罪，福田首相「環境偽装」と批判，大王製紙社長 緊急会見
１月２１日 愛媛県，県内製紙の再生紙生産実態調査開始（紙パ工業会加盟３９社ほ
か）
１月２２日 丸住製紙 古紙配合率偽装公表，王子特殊紙 配合率偽装公表，埼玉県
知事，偽装再生紙購入中止表明
１月２４日 製紙連，配合率偽装に関する調査結果公表（１６社で偽装判明）
１月２５日 製紙連「古紙配合率問題検討委員会」第１回会合開催
１月２９日 環境省 省庁への基準未達製品の納入再開を容認決定
１月３０日 経済産業省 紙製品全体の古紙配合率追加調査実施
１月３１日 製紙大手５社（王子，日本，大王，三菱，北越）社長など連名で共同声
明「古紙配合率未達問題に対するおわび」発表
２月４日 環境省 製紙１８社に対し再生紙全般の古紙配合率乖離についての詳細
な再調査を指示
２月５日 政府 ０８年４月からコピー用紙の古紙配合率を１００％から７０％へ引下
げる予定を見直し，現状維持を閣議決定
２月１９日 経済産業省 非木材パルプ配合率等についての実態調査実施
２月２０日 大王製紙「古紙配合率の乖離についての原因と再発防止対策の報告書」
発表
丸住製紙 古紙配合率の追加実態調査報告発表
２月２１日 丸住製紙「古紙配合率の偽装にかかる原因究明と再発防止対策に関する
報告書」発表
３月３日 丸住製紙 非木材パルプ配合率にかかる乖離問題公表
３月７日 大王製紙 非木材パルプ配合率等にかかる乖離問題公表
４月２５日 公正取引委員会 コピー用紙古紙配合率に不当表示があるとして景品表
示法違反で日本製紙，王子製紙，大王製紙，丸住製紙など８社に再発防
止などを求める排除命令
資料２ 製紙会社の古紙配合率偽装をめぐる動き
（出所）朝日新聞，愛媛新聞，日刊紙業通信（日刊紙業通信社）各号，製紙各社の HP等より
作成。
（注）愛媛県内製紙業の事象を中心にまとめたもの。
６２ 松山大学論集 第２０巻 第２号
う。これを受けて同日，日本製紙グループ本社中村社長は，はがきだけでなく他
の再生紙についても，９２年ごろから配合率の偽装をしていたことを認め，引
責辞任する意向を示した。偽装のあった日本製紙の主な製品（０７年１０月～１２
月）は，年賀はがき（公表値４０％，実配合１％），グリーン購入法対象品の PPC
用紙（１００％，５９％），ノート用紙（８０％，３５％），印刷用紙（７０％，５０％），同
法対象外のフォーム用紙（７０％，８％），感熱記録紙（７０％，２％）など品種
も多く，グリーン購入法対象品でも，公表値と実配合にはかなりの乖離がある。３３）
１月１８日には，日本製紙に続き他の製紙大手５社が，はがき以外の多くの製
品についても，配合率偽装があったことを各社とも記者会見で認め謝罪した。
王子製紙では９４年から，北越製紙では９６年から，三菱製紙では２０００年から
基準値（公表値）を満たさない偽装が始まっており，１０年以上も長期間にわ
たって常態化している企業も多い。王子製紙の公表値と実配合の実態は，年賀
はがき（４０％，０％），グリーン購入法以外のフォーム用紙（約７０％，約１０％），
紙器用板紙（４０％，０％），晒クラフト紙（約５０％，約３０％）などとかなりの
乖離があり，実配合０％のものもある。他の大手もほぼ同様である（表１４）。
問題なのは「食品偽装と違って契約よりもかえっていい品質のものを作って
いた」とする自意識（罪悪感のなさ）が各社に共通していることである。その
ためか日本製紙以外では，問題解明や再発防止にあたるとして，すべての社長
が引責辞任を否定した。３４）また製紙各社や日本製紙連合会などが配合率偽装を
「未達問題」と表現しているところにも，このような意識が覗く。様々な事情
や思惑があったにせよ，配合率を勝手に引き下げ，その上で基準値をクリアー
した再生紙と偽って納入していたわけで，２重の背信行為であることは間違い
ない。すでに複写機メーカーの富士ゼロックス，リコーなどが再生紙の販売・
受注を中止しており，文具メーカーのコクヨも再生紙を使ったノート，領収書
などの生産中止を発表するなど関連業者を中心に混乱が生じている。都道府
県，市町村など行政に与える影響も大きく，埼玉県では知事が偽装製品の購入
中止を発表した。
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その後，日本製紙連合会の調査結果（会員企業３８社のうち１６社で配合率乖
離が判明）が報告されたが，環境省は実態解明になっていないとして大手を含
む１８社に対し，再生紙全般にわたる乖離状況に関する再調査を指示すること
になった。県内企業については，大王製紙，丸住製紙の２社で偽装が発覚して
いる。大王製紙の場合，グリーン購入法対象で官報用紙など４品種，それ以外
でコピー用紙（PPC用紙），包装用紙など３品種で公表値と実配合に乖離があっ
た（表１４参照）。他社と同様に「コンプライアンスの欠如であり，消費者の信
社 名 品 名
古紙パルプ配合率（％） 月間生産量
（トン）公表の配合率 実際の配合率
王子製紙
年賀はがき
フォーム用紙
紙器用板紙
４０
約７０
４０
０
約１０
０
―――
２５５
９６
日本製紙
年賀はがき
※コピー用紙
フォーム用紙
４０
１００
７０
１～５
５９
８
―――
６，５４０
１，４５６
大王製紙
※官報用紙
コピー用紙
包装用再生紙
７０
１００
４０あるいは３０
４０
７
０
１１０
２，１３３
３３１
三菱製紙
※塗工紙
※コピー用紙
ノート用紙
７０
１００
５５
１５
５０
１５
３，５４７
６９２
２４９
北越製紙
再生紙はがき
※印刷用紙
塗工紙
４０
７０
約１５
１～５
１９
１０
―――
３３０
７，３８０
表１４ 製紙大手による古紙配合率偽装
（出所）朝日新聞 ２００８年１月１９日。
（注１）２００７年１０～１２月の実態，品名の※印はグリーン購入法対象品目。
（注２）表記の一部を変更している。
６４ 松山大学論集 第２０巻 第２号
頼を裏切ってしまった」と謝罪する一方で，古紙集荷体制や技術水準などに制
約があったと釈明している。丸住製紙においても，グリーン購入法対象のコピ
ー用紙（公表値１００％，実配合７０％），それ以外で包装用紙（１００％，４０％）を
含む２品種，合計３品種について配合率偽装が確認された。偽装が始まった時
期については，大王製紙で９２年，丸住製紙で０１年とされている。このように
配合率偽装も業界ぐるみの一大不祥事に発展している。
偽装の要因について，王子製紙の調査報告ではコンプライアンス意識の不
足（古紙配合率はクレーム対象とはならないため，品質，納期，数量を優先さ
せた）管理体制や情報連絡の不備（工場内で乖離をチェックする体制がなく，
また本社がチェックする体制もなかった）社会変化への認識不足（消費者の
環境への高い意識）などが指摘される。３５）また日本製紙では，配合率の表示と
内容の異なる製品を販売するのが法的に問題があるという認識が不十分 受
注をコンプライアンスよりも優先 古紙配合を管理する責任部門不明確 
白色度，チリ，強度などの品質トラブルへの技術的な対応が困難 良質の古
紙調達が困難 古紙配合率を順守すべき品質基準としての認識が欠けていた
ことなどがあげられている。３６）各社にみられる主要な要因は，コンプライアン
ス意識の欠如や受注・生産優先のシステム的問題など，CSR（企業の社会的責
任）を重視しない経営体質，とりわけ隠ぺい体質であり，「エコ偽装」「環境偽
装」とも批判されるように，環境法令違反以上に悪質な面もある。今年４月に
は，公正取引委員会が業界全体で長期間続いていたコピー用紙の配合率偽装は
悪質な不当表示にあたるとして，王子製紙，日本製紙，大王製紙，丸住製紙な
ど８社に再発防止を求める排除命令を出している。いずれにせよ古紙配合率偽
装のツケは重く，紙産業のイメージもさらに悪化している。
６ 結びにかえて
消費量の頭打ち，輸入紙や古紙輸出の増加，原燃料コスト上昇などに示され
るように，成熟化，グローバル化の圧力が，内需依存型の我が国紙産業にボ
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ディブローのように，じわじわと効いている。その中で国内外で競争が熾烈に
なり，収益性の悪化が進む。製品の価格修正（値上げ）以外には，紙産業の市
況にとって好材料となるものは，あまり見あたらないようにみえる。今年３月
期決算においても，製紙２強の王子製紙，日本製紙とも減益であり，経常利益
は前年同期比では０７年９月期決算とほぼ同じ程度ダウンしている（王子製紙
▲４０．６％，日本製紙 ▲３０．３％）。原料の古紙や燃料に使う重油の高騰に値上
が追いつかず，売上高は若干増えたが減益となった。今年初に予定していた印
刷・情報用紙の値上げが，偽装問題にともなう返品などの混乱で６月にずれこ
んだことも影響している（日本製紙，王子製紙，三菱製紙，北越製紙は印刷用
紙と情報用紙を６月１日出荷分から１５％以上値上げすると発表）。３７）他方でリサ
イクル産業，造林産業など環境貢献型とされたイメージが，２度にわたる業界
ぐるみの不祥事によって崩壊し，紙産業はこれまで経験したことのない困難な
事態に直面している。原油高騰，食料危機など世界経済の構造的変化を考慮す
ると，危機的局面にあるといっても過言ではない。このため今後の課題も，市
場開拓（市場拡大のための海外進出の方向など），資源問題（海外植林事業の
拡大，古紙需給の安定，古紙リサイクル技術など），エネルギー問題（石油代
替エネルギーへの転換，燃料の多様化），地球環境問題等への対応など多岐に
わたる。なかでも最重要と思われるのは，危機的局面を打開する前提条件にか
かわる課題である。
その第１は，企業の社会的責任についてである。企業が経済的な利益を追求
するだけではなく，社会的公正や環境への配慮などを事業に反映させ，株主，
ユーザー，消費者，住民など利害関係者に対して責任をとるという考え方は，
企業の社会的責任（CSR）と呼ばれ，環境憲章の制定，国際環境規格 ISO１４００１
の認証取得，環境報告書の発行などにみられるように，我が国でも定着してき
た。最近では，さらに温暖化，食料危機，貧困拡大など世界共通の脅威が数多
く浮上していることから，企業，個人，NGOなど各セクターがグローバルな
問題にも対処する意識をもって社会的責任を果たすべきだとする「地球規模の
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社会的責任」（GSR）も提起されている。こうして現代は，企業自らが事業活
動による環境影響について，積極的に情報を開示し，利害関係者からの批判を
あおぐ説明責任が強く求められており，そのスタンスが企業の売上高や収益な
どに作用する時代なのである。３８）こうした時代に製紙産業では，配合率偽装な
ど検証しにくいことにつけこみ，業界ぐるみで都合の悪いことを隠ぺいする体
質や効率優先の体制がつくられている。企業の社会的責任の中核ともいえるコ
ンプライアンス意識の著しい欠如といってもよい。本来，コンプライアンスと
は大気汚染防止法など単に法律や規制に従うことだけを言うのではなく，社会
に対して悪影響を及ぼすおそれのある製品や操業などについても公正に情報公
開することなども含まれる。こうして，地に落ちた信頼を取り戻し，経営意識
を変革するために CSRを積極的に遂行することが不可欠である。
第２は，生産効率優先の経営からイノベーション重視経営への転換について
である。「紙パは内需型産業というのが自明の前提だったのはつい数年前。し
かしそれがはるか遠い話のように聞えてくる」３９）といわれるように，原材料・
燃料の調達から製品輸入や市場に至るまで海外への依存を強めている。他方で
グローバル化に対応して国際競争力を高めている企業は少ない。多くの企業
は，相変らずいかにコストを削減するか，いつ，どのようなタイミングで価格
修正をはかるかなど効率中心，合理化重視のスタンスが目立ち，結果的に収益
性は改善していない。こうした状況を克服するには，イノベーションをより重
視する経営への転換が必要となる。何をなすべきなのか，何をつくればよいの
かなどたえず原点にもどって，発想を転換し，変革を持続させることが進化の
鍵となる。具体的には，素材型から高度加工型産業への転換である。我が国は，
現在でも製紙技術，不織布製造技術，公害防止技術など世界的にトップレベル
の先進的技術やノウハウを有しているが，グローバル経済のもとで，従来の価
値観を超える高度加工型・高付加価値型の産業をめざすべきであろう。
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注１）『紙・印刷・プラスチック・ゴム製品統計年報』経済産業省 ２００５年。
２）『紙パルプ 日本とアジア ２００７』紙業タイムス社 ２００６年 ４１ページ，４８ページ。
３）『静岡の紙パルプ』２００６年版 日刊紙業通信社 １８～１９ページ。
４）『製造業に対する大気汚染防止法順守状況にかかる点検結果について』 環境省 ２００７
年９月１９日など。
５）日刊紙業通信（日刊紙業通信社）０７年８月３１日。
６）「紙産業のグローバル化」『愛媛の自治』２００７年７月に加筆補整を行ったもの。
７）『東アジア大洋州地域の経済報告書』世界銀行 ２００７年，０７年の数値は見通し。
８）『ジェトロ貿易投資白書』２００６年版。
９）『紙パルプ 日本とアジア ２００７』２００６年 ２０２ページ。
１０）『統計要覧』２００６年版，２００７年版，２００８年版 日本政策投資銀行。
１１）『紙パルプ産業と環境 ２００６』紙業タイムス社 １０９ページ。
１２）『知っておきたい紙パの実際 ２００６』紙業タイムス社 ２８～２９ページ。
１３）『紙パルプ産業と環境 ２００６』１１ページ。
１４）『日中関係企業データ（２００３年版）』日本国際貿易促進協会，『紙パルプ 日本とアジア』
紙業タイムス社 ２００４年，『紙パルプ 日本とアジア ２００７』ほか。
１５）主として『紙パルプ 日本とアジア』，『紙パルプ 日本とアジア ２００７』，『紙パルプ企
業・工場データブック ２００６』紙業タイムス社，日刊紙業通信各号に依拠している。
１６）『紙パルプ 日本とアジア ２００７』１８４ページ。
１７）『工業統計表（産業編）』２００５年版など，いずれも従業者４人以上の事業所に関する統計。
１８）『知っておきたい紙パの実際 ２００６』紙業タイムス社 ９８～９９ページ。
１９）『日本製造業復活の戦略』ジェトロ ２００３年 ７７ページ。
２０）朝日新聞 ２００７年１１月１５日。
２１）『知っておきたい紙パの実際 ２００６』９３ページ，『静岡の紙・パルプ』２００６年版 １８ペ
ージ。
２２）朝日新聞 ２００６年８月４日。
２３）『静岡の紙・パルプ』２００６年版 １８ページ。
２４）『静岡の紙・パルプ』２００４年版，２００５年版，２００６年版，日刊紙業通信各号等による。
２５）『静岡の紙・パルプ』２００６年版 １８～１９ページ。
２６）『紙の文化事典』朝倉書店 ２００６年 ４２０ページ。
２７）日刊紙業通信 ２００７年７月１９日。
２８）『製造業に対する大気汚染防止法順守状況にかかる点検結果について』 環境省 ２００７
年９月１９日。
２９）高知新聞 ２００７年７月１４日。
６８ 松山大学論集 第２０巻 第２号
３０）愛媛新聞 ２００７年１０月２７日，１２月１２日，朝日新聞２００７年１０月２７日など。
３１）『三島工場のばい煙発生施設における基準値超過等に関する報告書』大王製紙 ２００７年
９月２８日。
３２）日刊紙業通信 ２００７年９月６日，愛媛新聞 ２００７年１２月１２日など。
３３）『古紙パルプ配合率の乖離問題に関する報告書』日本製紙 ２００８年３月２４日。
３４）朝日新聞 ２００８年１月１９日。
３５）『古紙配合率乖離問題に関する調査報告書』王子製紙２００８年２月２０日。
３６）『古紙パルプ配合率の乖離問題に関する報告書』日本製紙 ２００８年３月２４日。
３７）愛媛新聞 ２００８年４月８日，朝日新聞 ２００８年４月２９日。
３８）『紙の文化事典』４１９～４２０ページ，日本経済新聞 ２００８年６月１１日。
３９）日刊紙業通信 ２００５年７月２９日。
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